
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

施設名

桜川市 水道事業 ―

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

取組事項 （水道事業）広域化等

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

百万円(年)

実施予定 年

検討中 ●

令和5年10月23日に「水道事業
に係る広域連携検討・調整会
議」が設置される。
水道事業体が将来にわたり安
全で良質な水を安定的かつ効
率的に供給し続けていくため、
水道事業の経営健全化を図る
ことを目的として、水道事業の
経営統合や共同発注等の広域
連携に関して検討を行う。

【検討・調整事項】
・浄水場等水道施設の最適配置
・経営統合に関する諸条件
・共同発注等に関する諸条件

施設管理の
共同化

管理の一体化

月 日

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中

年 月 日

百万円(年)

平成

● 30 10 1

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 ●
筑西・桜川地域の公立病院２
病院への医師の分散や桜川市
の医療機能の低下という課題
解決のため、筑西市民病院、
県西総合病院、山王病院の再
編統合により、茨城県西部メ
ディカルセンター（２５０床）と、
さくらがわ地域医療センター（１
２８床）を整備した。病院運営に
ついては、指定管理制度を導
入(平成29年8月31日議決）し、
民間ノウハウの活用により経営
安定化を図り、一般会計負担を
起債償還、指定管理料、政策
的医療等の必要経費支出に抑
えている。（平成30年10月1日
開院）

代行制 利用料金制

実施予定

施設名

桜川市 病院事業 ― ―

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

●

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

施設名事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

公共下水道

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名

●

桜川市 下水道事業

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

百万円(年)

検討中 ● 農業集落排水の公共下水道へ
の統合等

施設の統廃合に係る費用負担が膨大で、施設統合・廃止のス
ケジュールも過密になる可能性がある。また、他市町村の排水
管に接続する検討も行っていくため、実現には自治体間での連
携が必要となる。

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

施設名事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

農業集落排水施設

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名

●

桜川市 下水道事業

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

百万円(年)

検討中 ●
公共下水道編入による施設の
統廃合及び他市町村との排水
接続統合等

施設の統廃合に係る費用負担が膨大で、施設統合・廃止のス
ケジュールも過密になる可能性がある。また、他市町村の排水
管に接続する検討も行っていくため、実現には自治体間での連
携が必要となる。

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

施設名事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

特定地域排水処理施設

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名

●

桜川市 下水道事業

取組事項 民営化・民間譲渡

実施済
全部民営化・
全部民間譲渡

年 月 日

百万円(年)

検討中 ●

市設置型浄化槽の維持管理に
おいて、利用者の死亡や転出
により空き家の敷地に公有財
産である工作物が取り残されて
いる事例や、相続等で利用者
が変わったことにより浄化槽の
維持管理に関して協力を得ら
れない事例や苦情が発生して
いる。
このような現状から、利用者に
対して譲渡し、市設置型浄化槽
維持管理事業は廃止する方向
で準備を進めている。

既に個人譲渡し事業を廃止した自治体の先行事例等の情報収
集を進めている。
浄化槽の譲渡・廃止・撤去等に関する条項を条例に定めておら
ず、各種手続きを含めて条例改正を行う必要があること。
譲渡契約を行うことを想定しているので、利用者との合意形成
を行う必要があること。

一部民営化・
一部民間譲渡

実施予定

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


